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１．貸出動向：貸出低迷が鮮明に  

7 月マネー関連～2 カ月連続法人向けマイナス 
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日本銀行が 8月 8日に公表した貸出・資

金吸収動向等によると、7 月の総貸出（平

残、銀行・信金計）は前年比 0.3％と 18 カ

月連続のプラスとなった。ただし、伸び率

は 1月以降明確に鈍化している（図表１）。 
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（資料）日本銀行 （年/月）

（前年比、％）
（図表1）　貸出動向

業態別には、地銀（同 1.9％）が比較的

堅調を維持しているが、都銀等（同▲

1.0％）は 4 カ月連続で前年比マイナスと

なっている（図表 2）。 
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（資料）日本銀行 （年/月）

（前年比、％） （図表2）　業態別貸出動向

 貸出先別貸出金(7/31 日公表、6月分)を

見ると、法人向け貸出は 5月▲0.2％、6月

▲0.1％と 2 カ月連続でマイナスとなって

いる（図表 3）。四半期１回の主要銀行貸出

アンケート調査（7/24 日公表）でも、中小

企業の需要判断がマイナスに転じており、

しばらく要注意と言えそうだ（図表 4）。 
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（図表4）　企業規模別資金需要判断（ＤＩ、ポイント）
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（前年比、％） （図表3）　貸出先別貸出金
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２．マネーサプライ、マネタリーベース 

 マネーサプライ統計（8/8 日公

表）によれば、7月の M2+CD は前年

比2.0％と3ヶ月連続伸び率が高ま

っている（図表 5）。 
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（資料）日本銀行 （年/月）

（図表5）　マネーサプライの動き

普通預金から定期預金へのシフ

トが継続。M1 が伸び悩む（同▲

0.2％）一方で、定期預金を含む準

通貨は同 4.7％と高い伸びとなっ

た。 

また広義流動性は、投資信託などの高い伸びから、M2+CD よりも高い前年比 4.2％となっ

ている。 

 

 7 月分マネタリーベース（8/2 日

公表）は、前年比▲2.3％と 17 ヶ月

連続でマイナスが続いているが、マ

イナス幅は縮小してきている。（図

表 6）。 
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（資料）日本銀行 （年/月）

（前年比、％） （前年比、％）（図表6）　マネタリーベースの動き

量的金融緩和解除（07 年 2 月）

から１年半が経過しているが、そろ

そろマネタリーベースのプラスが

展望できる状況になってきた。 

当座預金残高はマイナス（7月：

前年比▲27.5％）だが、日銀券発行残高：1.6％、貨幣流通高：0.7％は比較的安定した動

きとなっている。 
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